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第１章 行政改革大綱の基本的考え方

１ 背景

笠岡市では，笠岡市自治基本条例の理念に基づき，自立した自治体として，官民

それぞれの責務と適切な役割分担のもと，協働して市民主体の自治を推進している。

また，これからの笠岡づくりの指針となる「第７次笠岡市総合計画」を策定し，

目指す都市像を「元気・快適・ときめき 進化するまち笠岡」とし，定住促進をは

じめ，企業誘致，雇用創出，地域福祉等の施策の推進を図っている。

こうした中で，自主的かつ主体的な自治を推進し，総合計画に掲げる施策目標を

達成するためには，行政改革の推進により，必要な財源を確保，捻出するとともに，

職員の意識改革と能力向上，迅速な意思決定，限られた経営資源の有効活用等，将

来にわたって安定的な行政経営を可能にすることが重要である。

２ 行政改革の現状と課題

笠岡市は，社会経済情勢等の変化に応じて１９８２（昭和５７）年から７次にわ

たって策定した行政改革大綱に基づき，行政改革を推進してきたところである。

我が国がこれまで未経験の人口減少，少子高齢化時代に突入するなかにおいて，

笠岡市では人口減少等とともに税収等の歳入が減少し続けている。その一方で，社

会保障費等の経常的経費，災害の頻発化等による突発的経費，公共施設の老朽化に

伴う施設の更新・長寿命化対策費，ＩＣＴの進展に伴う情報セキュリティ対策費，

地方分権推進に伴う笠岡市の事務事業の増加など，新たな歳出が見込まれる。

市民が夢と希望を持てるような取組を推進していくためには，これまで以上に高

度な行財政運営が求められることから，限られた予算のより効率的・効果的な活用，

柔軟な行政運営のみならず，市職員においては常日頃から採算意識を持ち，自治体

を経営する感覚を持って，数多くの課題を克服していかなければならない。

３ 行政改革大綱の目的

「第７次笠岡市総合計画」に掲げる戦略・施策の実現と市民の満足度向上につな

げていくため，「持続し進化する都市」としての行政運営の基礎となる財政基盤の

安定，行政システムの見直し，職員意識の改革，取り組むべき施策や事務事業の効

率的かつ効果的な推進を図る指針として，第８次笠岡市行政改革大綱を策定する。

４ 基本姿勢

行政改革の推進に当たっては，社会経済情勢の変化や多様な行政課題に対し，情

報を共有し，機動的かつ柔軟に対応していく組織を確立し，単に経費の削減だけで

なく，歳入の確保も行いながら，質の高い行政サービスの実現を目指す。

また，①市民と行政とが対等な立場で課題解決を行う「協働」の視点，②官民の

適切な役割分担のもと，「民間にできることは民間に委ねる」という補完性原理の
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視点を取り入れ，持続可能な行政システムへの転換・発展を目指す。

そのため，次の４本の基本姿勢により行政改革の取組を推進する。

(１)社会情勢や市民ニーズに的確に対応した市民満足度の高い行政サービスの提供

(２)公正で透明な行政経営と市民協働の推進

(３)職員の意識改革と人材育成の推進

(４)限られた経営資源（人・物・財産）の効率的かつ効果的な活用の推進

５ 取組の内容

基本姿勢に基づき，具体的に改革を実施していくに当たって，次の項目を４本の

柱として取組を進める。

(１)行政サービスの質の向上

(２)歳入の確保

(３)歳出の適正化，将来負担の軽減

(４)市有財産等の適正な管理

６ 推進方法

この大綱に基づき，実施計画を作成し，計画的に推進するとともに，ＰＤＣＡサ

イクルの中で見直し，改善に取り組む。推進体制としては，笠岡市行政改革推進本

部を中心に全庁的に取り組むこととする。さらに，笠岡市行政改革推進委員会にお

いて，市民の意見を反映しつつ，進行管理を行う。

７ 主要な目標（指標等）

行政改革を推進するに当たって，実施期間終了時の主な項目の目標を設定する。

(１)財政指標【２０２１年度末】

歳入の確保，歳出の適正化，将来負担の軽減を図ることにより，次の数値の達成

を目指す。

①実質公債費比率 ６．５％未満

②将来負担比率 ８０．０％未満

③経常収支比率 ９６．０％未満

④財政調整基金残高 １０億円以上

(２)定員管理の目標

効率的な行政経営を推進するため，定員適正化計画に基づく適正な定員管理を行

う。ただし，２０１８（平成３０）年度以降は，新たな定員適正化計画に基づき定

員の見直しを行う。

①２０１８（平成３０年４月１日以降）年度普通会計の職員数 ３６０人
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(３)行政改革の効果額【各年度末】

行政改革の取組による歳入増，歳出削減等の効果額として，次の数値の達成を目

指す。

①単年度財政効果額 ５億円

８ 実施期間

この大綱は，２０１８年度から２０２１年度までの４年間を実施期間とする。た

だし，社会経済情勢等の変化が生じた場合には，取組内容等の見直しを行う。
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第２章 取組の内容

１ 行政サービスの質の向上

(１)施策・事業の効果的な推進

限られた予算，人員を選択と集中により有効に活用していくため，実施している

施策や事務事業について，行政評価制度を活用して事業効果の検証や進捗管理を行

い，見直しや改善に繋げていく。

新規の施策や事務事業については，必要性，熟度，コスト，効果等を見極めると

ともに，本来の目的に加えて複数の事業効果が得られる実施手法を検討する。

また，類似事業等の統廃合に努めるとともに，制度設計に当たって，可能な限り

条例，規則等に終期の設定を行う。

さらに，既存の施策や事務事業については，社会情勢や市民ニーズの変化に即し

て，必要性や効果が低下した施策や事務事業については，漫然と継続せず，内容の

見直しや縮小，廃止を検討する。

主な実施項目

①行政評価の活用

②市民意識調査の実施

(２)職員の育成と確保

職員の意識改革や資質の向上を行うため，人材育成基本方針のもと，政策形成能

力や問題解決能力などの能力開発により職員の個の能力を高めることとする。また，

人事評価システムに基づき，職員の能力や実績を適正に評価し，人事等に反映して

いくことにより，職員の士気の向上，ひいては組織目標の達成に繋げていく。さら

に，新規採用職員の研修，ＯＪＴ（On-the-Job Training），階層別の研修等を強化

することで組織力を高め，市民から信頼される行政サービスの担い手として，積極

的に，前向きに挑戦する職員の育成を図る。

多様な人材の確保を図るためには，高度な専門性を求められる職種における任期

付採用や再任用制度の活用，他の自治体との人事交流などを進めることとする。

また，職員の定員管理については，地方分権の進展や多様化，複雑化する市民ニ

ーズによる行政需要の増加，ワーク・ライフ・バランスの推進といった課題に対応

するために業務内容・業務量の調査を行い，バランスのとれた適正な職員の配置や

職務体制を検討する。

主な実施項目

①人材育成基本方針の推進

②人事評価システムの有効活用

③多様な人材の確保

④業務内容・業務量に応じた定員管理の適正化
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(３)行政組織の見直し

人口減少と少子高齢化への対応，地域産業の活性化等，多様化，複雑化する地域

課題や市民ニーズに柔軟かつ効率的に対応することが可能な組織機構と迅速で的

確な意思決定ができる体制の構築を行う。

少子化が進展する中で充実した教育を提供するため，小中一貫教育の推進，教育

施設の規模の適正化を図るとともに，幼稚園と保育所の連携及び一体化に取り組む。

主な実施項目

①組織機構の見直し

②教育施設の規模の適正化

③幼稚園と保育所の連携・一体化

(４)業務の見直し

施策や事務事業の内容や実施手法については，常に点検，見直しを行い，より効

果的かつ効率的なものに改善していく。また，災害時における業務継続計画（ＢＣ

Ｐ）を策定し，業務の改善も行う。行政の情報化は，事務の効率化を進める上で重

要な手段であり，情報セキュリティ対策を考慮しながら，積極的に推進する。

公の施設の運営については，指定管理者制度を活用し，サービスの向上とコスト

削減を図る。また，施設整備に当たっては，ＰＦＩ等の新たな社会資本整備手法を

検討する。

多様な主体（ＮＰＯ，市民団体，民間事業者等）により提供可能な行政サービス

等については，市民との協働，市民参加の理念のもと，連携，協力して実施する。

広域的課題については，備後圏域，高梁川流域圏及び井笠圏域といった広域連携

を各分野において積極的に検討し，実施する。

主な実施項目

①行政情報化・情報セキュリティ対策の推進

②指定管理者制度の効果的な運用

③民間活力活用の推進

④広域連携の検討・推進

(５)行政情報の提供と市民参加の推進

市民と行政とが対等な立場で課題解決を行う「協働」の視点，官民の適切な役割

分担のもと，「民間にできることは民間に委ねる」という補完性原理の視点に立っ

て，相互に対等な立場で役割分担しながら協力，連携を進めていく。このため，あ

らゆる機会をとらえて行政情報の提供，公開を積極的に行う。

また，市民の意見を市政に反映していくため，幅広い層の市政参加を推進する。

主な実施項目

①広報紙とホームページ等による情報発信の充実

②財政情報の公開
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③審議会等への女性・若者層の登用，公募等による市民参加の推進

２ 歳入の確保

(１)自主財源の確保

自立的かつ安定的な財政基盤を確立するため，自主財源の確保に努める。市税等

については，公正かつ厳正な課税と収納を行うとともに，市が管理する債権につい

ては，「笠岡市債権管理条例」に基づき適正に管理する。「産業振興ビジョン」によ

る企業誘致や産業振興施策を実施し，新たな税源のかん養を図り，収入の確保に努

める。さらに，広告料，ふるさと納税，クラウドファンディング等の新たな財源確

保を図るとともに，受益者負担の適正化を基本とする使用料及び手数料の見直しを

検討する。

主な実施項目

①課税客体の的確な把握

②市税等の収納率向上及び滞納繰越金の縮減

③企業誘致等による新たな税源のかん養

④広告料等新たな財源確保

⑤使用料及び手数料の見直し

⑥ふるさと納税・クラウドファンディング等の推進

(２)依存財源の確保

事務事業の財源として，国，県や団体等の補助制度等を積極的に把握し，適切に

活用する。また，地方交付税措置のある有利な地方債については，市債発行額の適

正な規模に配慮しながら，有効に活用する。

主な実施項目

①特定財源の確保

３ 歳出の適正化，将来負担の軽減

(１)経費の削減

毎年度必要な事業費や運営費，維持管理経費等については，経費の削減を徹底し，

予算の適正かつ効率的な執行に努める。また，新規事業により新たに発生する経費

については，適切な制度設計，事業計画，見積等により，経費の削減に努める。

主な実施項目

①内部管理経費の節減合理化

②補助金の見直し

(２)将来の財政負担への備え

新たな行政需要や不測の事態に備えるとともに，将来にわたり公平で安定した市
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民サービスの提供が可能となるよう，将来負担の軽減に努める。

主な実施項目

①市全体の債務の抑制

②適正な基金残高の維持

(３)給与の適正化

給与，諸手当等については，人事院勧告や国，県の動向，他市町村との均衡等を

考慮して見直し，適正化に努める。

主な実施項目

①給与の適正化

(４)公営事業の適正化

上下水道事業，市民病院事業については，独立採算を原則とする健全かつ持続的

な事業経営が求められている。

上下水道事業は，「笠岡市水道事業ビジョン」，「笠岡市水道事業アセットマネ

ジメント」，「笠岡市下水道基本構想」等に基づき，計画的な施設整備と適切な維

持管理を図りつつ，安全安心，強靱化，持続可能の観点から経営の適正化を図る。

市民病院は，「新笠岡市立市民病院改革プラン」等に基づき，新施設，経営形態

の検討を行い，経営の改善を図る。

主な実施項目

①上下水道事業の経営適正化

②市民病院の経営健全化

４ 市有財産等の適正な管理

(１)市有財産等の管理と有効活用

「笠岡市公共施設等総合管理計画」に基づき，財政縮減や人口減少に応じた施設

規模の縮減を図る。その際，民業補完性原理の視点に立って，公共施設や用地の民

間移譲を推進する。また，施設更新に係る費用の縮減のため，施設の耐震化や長寿

命化を進め，既存施設やその他の公有財産の有効活用を進める。

さらに，公用車については，更新時に低燃費車等の導入や効率的な運用・管理を

進める。

主な実施項目

①適切な財産管理と有効活用

②未利用施設・地の処分と有効利用

③施設の耐震化・長寿命化

④公用車の効率的な運用


